
施策名：高齢者の活躍と地域包括ケアシステムの構築

事業名 担当課・室名

いきいき高齢者地域活動推進事業 高齢者福祉課 1 / 4

地域包括ケアシステム構築推進事業 高齢者福祉課 1 / 4

在宅高齢者住宅改造助成事業 高齢者福祉課 1 / 4

老人福祉施設整備事業 高齢者福祉課 2 / 4

介護サービス基盤整備事業 高齢者福祉課 2 / 4

介護労働環境改善事業 高齢者福祉課 2 / 4

福祉・介護人材確保対策事業 高齢者福祉課 3 / 4

介護の魅力発信事業 高齢者福祉課 3 / 4

外国人介護人材確保対策事業 高齢者福祉課 3 / 4

若年性認知症相談支援体制整備事業 高齢者福祉課 4 / 4

認知症にやさしい地域創出事業 高齢者福祉課 4 / 4
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主要な施策の成果（事務事業評価）令和３年度実績【施策コード：Ⅰ－２－（２）】あ

No. 成 果 指 標 達成度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 評価

 ① 11,730 ③ 目標値 400 400 825

 ( H26 ～ ) ② 6,773 ④ 実績値 747 850 －

 [人] 達成率 186.8% 212.5% －

 目標値 50

実績値 46

達成率 92.0%

No. 成 果 指 標 達成度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 評価

 ① 8,853 ③ 目標値 18 18

 ( H26 ～ ) ② 3,559 ④ 実績値 16 －

 [市町村] 達成率 88.9% －

 目標値 200

実績値 194

達成率 97.0%

No. 成 果 指 標 達成度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 評価

 ① 13,446 ③ 目標値 110 110 107

 ( H6 ～ ) ② ④ 実績値 116 107 －

 [件] 達成率 105.5% 97.3% －

 目標値 17

実績値 16

達成率 94.1%

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額

1

いきいき高齢者地域活動推進事業 ①パワフルシニア活動応援事業
　　地域の高齢者団体が行う健康寿命延伸や生きがい
　づくり等に資する活動への助成（補助率10/10）
　　・事業立上げ支援（37件）

②市町村老人クラブ連合会体制強化促進事業
　　市町村老人クラブ連合会の活動推進員設置を支援
　する市町村への助成（補助率2/3、11市町）

③おおいたアクティブシニア養成講座開催事業
　　元気な高齢者が地域を支える担い手となるための
　講座を開催（７回、46人）

④ふるさとの達人活動支援事業
　　豊かな知識や技能を活かし地域活動を行う人材の
　掘り起こし・登録・派遣

1,330

　社会貢献活動等に意欲ある高齢者を対象としたおおいたアク
ティブシニア養成講座の開催により、地域を支える担い手とな
るために必要な知識や実践力が養われた。また、パワフルシニ
ア活動応援事業により、介護予防活動や地域貢献活動等、高齢
者の地域での活動の促進につながった。
　今後は、老人クラブ等地域活動団体や補助団体の好事例を情
報発信するなど、さらに地域活動を推進する。

[人]

ふるさとの達人登録
者数

目標値 746予算額 決算額

パワフルシニア活動
参加者数

Ａ高齢者福祉課 1,270

　元気な高齢者の社会参加を促進することに
より健康寿命の延伸を図るため、健康づくり
や地域貢献活動へ参加を促す講座を開催する
ほか、地域で行う健康寿命延伸や生きがいづ
くり等に資する活動に要する経費等を助成す
る。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

おおいたアクティブ
シニア受講者数

事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

達成率 82.4%(0) (10,869) [人]

　地域ケア会議を中心とした市町村の課題解決に向けた取組に
対し、スーパーバイザーの派遣等による伴走型支援を実施した
ものの、一部の市町村において、地域ケア会議で明らかになっ
た地域課題の解決まで至っておらず、目標を達成することはで
きなかった。
　今後は、引き続きスーパーバイザーの派遣等により市町村の
取組を支援する。

地域ケア会議で明らか
になった地域課題に対
応している市町村数 Ｃ

5
17,753

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額

2

(うち翌年度繰越額) (うち国庫支出金)
実績値 615

21,810 21,103

[人]

地域ケア会議スー
パーバイザー派遣市
町村数

目標値 4予算額

地域包括ケアシステム構築推進事業 ①地域包括ケアシステム構築に向けた人材育成
　・地域ケア会議アドバイザー強化研修の実施
　　（延べ1,819人）
　・地域包括ケア推進に係る人材育成研修の実施
　　（850人）
②地域ケア会議の充実・強化
　　地域ケア会議への広域支援員及びスーパーバイ
　ザーの派遣（55回）
③生活支援サービスの充実
　　生活支援における市町村の課題解決のため、スー
　パーバイザーを派遣（40回）
④医療・介護連携の推進
　・在宅医療・介護連携協議会の開催（１回）
　・在宅医療・介護連携実務者研修の実施（194人）

1,904

高齢者福祉課 1,226

　高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせ
るよう、地域包括ケアシステムを構築するた
め、地域ケア会議の充実・強化や人材育成等
に取り組む。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

在宅医療・介護連携
全体研修会受講者数

16,148
達成率 125.0%(0) (16,148) [市町村]

決算額
(うち翌年度繰越額) (うち国庫支出金)

実績値

事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

助成交付件数

Ｂ高齢者福祉課

　高齢者が安全・安心に在宅での生活を続け
ていくため、住宅設備を在宅高齢者に適する
ように改造する経費の一部を助成する。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

助成を実施した市町
村数

事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

  住宅改造に要する経費の一部を市町村に助成することで、在
宅高齢者の寝たきり防止や介護者の負担軽減を図ることができ
た。
　今後も、高齢者が安全で、安心して在宅生活を送ることがで
きるよう、市町村と連携して取り組んでいく。

[市町村]

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額

3

在宅高齢者住宅改造助成事業 ①在宅高齢者住宅改造助成
  （補助率：生活保護世帯10/10、その他の世帯2/3）
　・一般住宅改造助成事業
　　　住宅設備を在宅高齢者に適するように改造する
　　工事の経費を助成（73件・15市町）
　・自立支援に資する小規模改造助成事業
　　　手すりの取付けなど、早期に自立支援が可能な
　　小規模工事の経費を助成（34件・14市町）

(うち翌年度繰越額) (うち国庫支出金)
実績値

15,780 13,446

目標値
予算額 決算額

達成率(0) (0)
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主要な施策の成果（事務事業評価）令和３年度実績【施策コード：Ⅰ－２－（２）】あ

No. 成 果 指 標 達成度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 評価

 ① 65,721 ③ 目標値 7,892 8,032 8,051

 ( S43 ～ ) ② ④ 実績値 7,969 7,993 －

 [累計：床] 達成率 101.0% 99.5% －

 目標値 1

実績値 0

達成率 0.0%

No. 成 果 指 標 達成度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 評価

 ① 39,540 ③ 目標値 73,392 66,480 68,916

 ( H27 ～ ) ② 21,551 ④ 実績値 64,812 65,649 －

 [累計：人] 達成率 88.3% 98.8% －

 目標値 3

実績値 2

達成率 66.7%

No. 成 果 指 標 達成度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 評価

 ① 125,411 ③ 目標値 11.3 11.3 11.3

 ( H27 ～ ) ② 42,781 ④ 実績値 12.1 12.9 －

 [％] 達成率 92.9% 85.8% －

 目標値 60

実績値 341

達成率 568.3%

養護老人ホーム、特別
養護老人ホーム、軽費
老人ホームの整備床数 Ｂ高齢者福祉課

　「おおいた高齢者いきいきプラン」に基づ
き、社会福祉法人等が行う老人福祉施設等の
整備に要する経費に対し助成を行い、高齢者
に対する施設福祉サービスの充実を図る。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

整備施設数 事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

　多床室の介護サービス事業所の個室化改修を助成すること
で、新型コロナウイルス感染拡大防止対策等を推進することが
できた。
　今後も、高齢者に対する施設福祉サービスの充実を図るため
に、老人福祉施設等の整備を推進していく。

[施設]

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額

4

老人福祉施設整備事業 ①多床室の新型コロナウイルスの感染拡大防止のため
　の個室化改修支援事業（補助率10/10）
　　・施設種別：介護老人保健施設
　　・補助実績：１施設

(うち翌年度繰越額) (うち国庫支出金)
実績値

276,664
65,721

(65,721)

目標値
予算額 (うち繰越事業費)

決算額

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額

5

介護サービス基盤整備事業 ①地域密着型施設等の整備に対する経費助成
　　小規模（定員29人以下）施設等の創設や増設等の
　工事経費への助成（補助率10/10、２件）

②施設の開設のための経費助成
　　施設の円滑な開設のため、初度設備経費等、施設
　の開設準備に要する経費への助成
 （補助率10/10、２件）

③簡易陰圧装置の設置に係る経費助成
　  新型コロナウイルス感染拡大防止のため、居室等
　の陰圧装置設置に係る経費への助成
　（補助率10/10、５件）

14,942

達成率(209,993) (0)

目標値
予算額 (うち繰越事業費)

決算額

達成率

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額

6

介護労働環境改善事業 ①介護サービス事業所ICT導入補助
　　介護現場において書類作成業務等の効率化を行う
　ICT機器導入への助成（補助率3/4・1/2、134件）

②介護ロボット導入支援事業
　　介護職員の負担軽減を図る介護ロボット導入への
　助成（補助率3/4・1/2、341台）

③ノーリフティングケア普及促進事業
　・ノーリフティングケアマネジメント研修（１回）
　・ノーリフティングケア指導者養成研修（10回）
　・ノーリフティングケア先進施設研修（９回）
　・ノーリフティングケア用福祉機器導入への助成
　 （補助率1/2、54件）

(うち翌年度繰越額) (うち国庫支出金)
実績値

414,279
90,657

(22,134)

[台]

17,284

185,495

介護ロボット導入事
業所の離職率

Ｃ高齢者福祉課

　介護従事者の負担を軽減し離職防止を図る
ため、ICT化やノーリフティングケア（抱え上
げない介護）等により、働きやすい職場環境
の整備を行う事業所を支援する。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

介護ロボットの導入
台数

事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

達成率 102.5%(0) (0) [箇所]

地域密着型サービス
利用者数

Ｂ高齢者福祉課

　地域包括ケアシステムを推進するため、介
護予防拠点や小規模（定員29名以下）介護施
設の整備など、地域の実情に応じた介護サー
ビスの提供体制を整備する。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

小規模介護施設等の
整備数

事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

　地域密着型サービス等の整備に要する経費の一部を市町村に
助成することで、地域の実情に応じた介護サービスの提供体制
を推進することができた。また、介護サービス事業所の居室等
の陰圧装置設置に係る経費へ助成することで、新型コロナウイ
ルス感染拡大防止対策を推進することもできた。
　今後も、介護予防拠点や小規模な介護施設の整備等に対する
支援を通じて、地域包括ケアシステムを推進していく。

[施設]

(320,646) (0)

　介護ロボット・ICT機器の導入やノーリフティングケアの推進によ
り、介護従事者の業務効率化や身体的・精神的な負担軽減に努めた
が、新型コロナウイルス感染症の感染防止対策や感染者発生時の対
応等、介護施設における業務が増大したこと等により離職率は上昇
した。
　令和４年度は、新たに介護ロボット等の導入支援を行うアドバイ
ザーを配置するなど、介護従事者の負担軽減や働きやすい職場環境
の整備に対する支援を強化し、さらなる離職防止・定着促進に努め
る。

(うち翌年度繰越額) (うち国庫支出金)
実績値 41

185,656

指導者養成研修参加
施設数

目標値 40予算額 決算額
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主要な施策の成果（事務事業評価）令和３年度実績【施策コード：Ⅰ－２－（２）】あ

No. 成 果 指 標 達成度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 評価

 ① 47,438 ③ 目標値 20,400 20,900 －

 ( H21 ～ ) ② 12,935 ④ 実績値 21,105 21,812 －

 [人] 達成率 103.5% 104.4% －

 目標値 5

実績値 3

達成率 60.0%

No. 成 果 指 標 達成度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 評価

 ① 19,850 ③ 目標値 2.23 2.11

 ( R2 ～ R4 ) ② 12,100 ④ 実績値 2.51 －

 [倍] 達成率 87.4% －

 目標値 1,700

実績値 393

達成率 23.1%

No. 成 果 指 標 達成度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 評価

 ① 4,652 ③ 目標値 16 16 16

 ( R1 ～ ) ② 3,750 ④ 実績値 5 7 －

 [人] 達成率 31.3% 43.8% －

 目標値 30

実績値 140

達成率 466.7%

決算額
(うち翌年度繰越額) (うち国庫支出金)

実績値

事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

　新型コロナウイルス感染症の影響により、就職フェアをWeb配信に
変更して実施することとなったが、高校や大学等への出前講座の実
施等により、福祉・介護現場への就職に結びつけることができた。
　引き続き、介護にふれる機会を提供できる出前講座や職場体験等
を実施するとともに、介護補助職や介護福祉士修学資金等貸付制度
等について、関係機関と連携して、積極的な広報に努める。
（※）令和４年度の成果指標及び目標値
　　　　介護人材就職者数　48［人］

[回]

養成施設修学者への
貸付件数

目標値 105予算額

福祉・介護人材確保対策事業 ①介護福祉士等就学資金等の貸付(補助率10/10）
　・介護福祉士修学資金貸付事業（92件）
　・福祉系高校修学資金貸付事業（６件）

②福祉・介護人材のマッチング機能強化、参入促進
　・福祉人材センターにキャリア支援専門員を3名配置
    し、求職者への支援や就職フェア等を実施
  ・社会福祉施設等での職場体験研修を実施（23人）
  ・介護の仕事入門セミナーの実施（４回）

③介護現場の機能分化等の推進
  ・介護補助職導入への助成（２法人）
  ・介護業務を見える化するシステムの機能拡充

8,085 介護福祉士登録者数
（※）

Ａ高齢者福祉課

　福祉・介護人材を確保するため、参入促進
や離職防止、生産性向上等に取り組む。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

就職フェア開催数

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額

7

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額

8

介護の魅力発信事業 ①若年層をターゲットとした魅力発信事業
　・体験型イベントの開催（２回）
　・介護職トーク会（オンライン）の開催（１回）
　・SNSを通じた介護職のＰＲ動画による情報発信
　・介護の仕事の魅力を伝える冊子の作成

②介護事業者の認証評価制度の導入
　　人材育成等に取り組む事業者を評価する制度を創
　設

③若手介護職員交流促進研修会
　　離職率の高い経験年数３年未満の若手介護職員の
　交流研修会の開催（２回）

④介護情報発信Webサイトの運営

1,320

32
87,960 76,045

達成率 30.5%(0) (7,328) [件]

若手介護職員交流研
修会参加者数

目標値 20予算額 決算額

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額

9

外国人介護人材確保対策事業 ①受入体制の構築に向けた協議会や研修会の実施
　・外国人介護人材受入推進協議会の実施
　・受入研修会の実施（３回）
　・受入事例集によるノウハウの提供
②受入環境整備や外国人介護人材向け研修の実施
　・外国人介護人材を対象とした集合研修の実施
　 （11回）
　・受入施設へのアドバイザー派遣
　・外国人介護人材受入れのための環境整備への助成
　 （４件）
　・外国人介護人材の新規雇用に要する経費への助成
　 （４件）
③外国人介護人材と受け入れ事業所のマッチング支援
　・県内就労希望者向け現地合同説明会の開催
　・面接ツアーの設定等受入希望施設と外国人のマッ
　　チングを実施

3,075

(うち翌年度繰越額) (うち国庫支出金)
実績値 15

34,905 34,268

外国人介護人材受入
者数

Ｄ高齢者福祉課

　高齢化の進展等による福祉・介護ニーズの
増大に伴う介護人材不足に対応するため、外
国人介護人材が円滑に就労・定着できるよ
う、受入体制の整備等に取り組む。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

受入研修会参加事業
所数

事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

　コロナ禍であり、海外との往来が難しくオンライン上での
マッチング支援となったため、当初の予定より補助金等の利用
者が少なく、外国人介護人材受入者数も目標を下回った。
　県内就労している外国人介護人材の在留資格は「技能実習」
が中心で、最長５年で帰国する。外国人介護人材の長期定着に
は「介護」の在留資格が望ましいことから、令和４年度から新
たに外国人留学生への奨学金給付等に係る支援事業に取り組
む。

[事業所]

(7,011) [人]

県内有効求人倍率
（介護関係職種）

Ｃ高齢者福祉課 990

　介護人材の新規参入を促進するため、若年
層を対象とした介護の魅力を発信する取組を
実施する。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

イベント参加延べ人
数

事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

　新型コロナウイルス感染症の感染防止対策や利用者が感染し
た場合の対応等によって、介護施設における業務が増大し、人
手不足が更に深刻化したこと等により、有効求人倍率は昨年度
から0.16ポイント上昇した。
　令和４年度からは、人材育成等に取り組む事業者を評価する
制度の運用を開始し、更なる魅力発信につなげていく。

[人]

[人] 達成率 75.0%(0) (0)

(うち国庫支出金)
実績値 46

19,599 12,867
達成率 115.0%(0)

集合研修等受講者数 目標値 40予算額 決算額
(うち翌年度繰越額)
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No. 成 果 指 標 達成度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 評価

 ① 4,127 ③ 目標値 100 120 140

 ( H28 ～ ) ② 105 ④ 実績値 146 152 －

 [機関] 達成率 146.0% 126.7% －

 目標値 500

実績値 897

達成率 179.4%

No. 成 果 指 標 達成度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 評価

 ① 5,121 ③ 目標値 10 11 18

 ( H30 ～ ) ② 1,243 ④ 実績値 9 15 －

 [人] 達成率 90.0% 136.4% －

 目標値 1

実績値 1

達成率 100.0%

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額

10

若年性認知症相談支援体制整備事業 ①若年性認知症相談支援コーディネーター設置事業
　　本人やその家族からの若年性認知症に関する相談
　に対して、解決に向けた支援を行うコーディネー
　ターを配置（１名）

②若年性認知症相談支援研修会
　・若年性認知症支援用ガイドブック活用研修会の開
　　催（１回）
　・就労支援等を行う事業所向け実地研修会の開催
　 （１回）

③若年認知症自立支援ネットワーク会議
　  医療、介護、雇用等各分野の関係機関からなる
  ネットワーク会議を開催（１回）

70

　若年性認知症の人の生きがいや居場所の確保に向け、「就労支
援」に重点的に取り組んだ。相談機関向けの研修会では対象者とし
て就労継続支援事業所を新たに加え、支援事例の報告等を行ったほ
か、企業や就労支援事務所への実態調査により、課題の把握を行っ
た。これらの取組の結果、若年性認知症支援コーディネーターが支
援した実人員は令和３年度には180人を超え、また、コーディネー
ターとの連携による福祉的就労の受入事例も増加した。
　今後は、把握した課題を踏まえ、さらなる普及啓発や受入事務所
の拡大に取り組む。

[件]

若年性認知症自立支
援ネットワーク会議
の参加機関・団体数

目標値 25予算額 決算額

若年性認知症支援コー
ディネーターが相談後
に連携した機関数 Ａ高齢者福祉課

　若年性認知症の人の状態に合わせた適切な
支援を提供するため、支援コーディネーター
による医療・福祉・就労の総合的な相談支援
体制を整備する。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

若年性認知症支援
コーディネーターの
相談対応件数

事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

達成率 92.0%(0) (2,368) [機関]

(うち翌年度繰越額)

事 業 名 ・ 事 業 概 要 ・ 事 業 費 主 な 事 業 内 容 主 な 事 業 内 容 ご と の 決 算 額
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(うち翌年度繰越額) (うち国庫支出金)
実績値 23

4,855 4,302

(うち国庫支出金)
実績値

事業の成果・社会情勢の影響を踏まえた取組・今後の方針

　令和２年度末に、認知症となった人が就任する「大分県希望大
使」が２名誕生し、認知症の人が発信する機会が増えたことで、本
人の声を聞くことの重要性が周知され、市町村での本人ミーティン
グの取組が広がる等、認知症の人が住み慣れた地域で安心して暮ら
せる体制の構築につながった。
　今後は、各市町村において関係機関が連携して地域でサポートを
行う体制を強化するとともに、令和２年度に立ち上げた認知症ウェ
ブサイトを活用した情報発信、ピアサポーターの養成と活動の拡大
などの取組を推進する。

[回]

認知症アセスメント
力向上研修実施回数

目標値 6予算額

認知症にやさしい地域創出事業 ①認知症本人による情報発信等を支援する体制づくり
　・おおいた認知症フォーラムの開催
　・ピアサポート活動の支援
②認知症予防推進事業
　・産学官で構成される大分県認知症ヘルスケア研究
　　協議会が実施する研究の費用の一部を負担
　 （負担率1/6）
　・認知症予防研修会の開催（１回）
③認知症アセスメント力向上事業
　　認知症アセスメント力向上研修会の開催（３回）
④家族支援強化・認知症サポーター活動促進
　・家族介護者同士が意見交換等を行う交流会の開催
　 （２回）
　・チームオレンジの設置に向けた研修の実施
   （３回）

132 ピアサポーター登録
者数

Ａ高齢者福祉課 89

　認知症の人やその家族が安心して地域で暮
らせる環境を整えるため、認知症本人による
情報発信等を支援する体制づくりや患者・家
族の相談体制の強化等に取り組む。

主 な 活 動 指 標 と 達 成 率

ピアサポーター養成
研修実施回数

3
7,731 6,793

達成率 50.0%(0) (6,092) [回]

決算額
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